別紙様式第９－２号
就農状況報告(雇用就農)
就農　年目・交付終了後　　年目	（　　～　　月分）

令和	年	月	日

公益社団法人宮崎県農業振興公社理事長　殿

氏名　　　　　　　　　　

新規就農者育成総合対策実施要綱（令和４年３月29日付け３経営第3142号農林水産事務次官依命通知）別記２第６の１の（７）の規定に基づき就農状況報告を提出します。


１．雇用就農（予定）時期（どちらかにチェックする。）
	
	既に就農している
	年	月	日就農

	
	まだ就農していない ※
	年	月就農予定


※まだ就農していない場合は、以下の欄は記入不要
２．農業経営力の向上に資する研修状況※について
（どちらかにチェックする。（経営開始資金の交付を受けた者は必須。就農準備資金資金のみの交付対象者の場合は記載不要。））
※第５の２の（１）のスに規定する農業経営力の向上に資する研修
	
	修了済み

	
	研修名：

	
	修了予定


　※修了済みの場合は研修内容がわかる資料を添付

３．雇用先の農業法人等の名称等
	法人等名
	

	住　　所
	

	電話番号
	



４．雇用契約の内容（どちらかにチェックする。）
	
	正社員として期間の定めのない雇用契約の締結

	
	通算５年以上の雇用契約の締結


※まだ就農していない場合は、記入不要

５．担当している業務
	







６．今後の課題及び目標
	







７．農業従事日数・時間
	
	日
	
	時間



８．報告対象期間における交流会への参加について
	
	参加した

	
	参加しなかった



（「参加した」にチェックした場合は以下も記載する。）
	参加した回数
	回
	

	
交流会の内容
（対象者、実施内容など）
	




※　親元就農後に当該農業経営を継承する、法人の（共同）経営者となる又は親の農業経営とは別に新たな部門を開始することにより、独立自営就農した場合は、それ以降の就農状況報告は、別紙様式第９－１号により報告することとする。

